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昨今の著作権法を取り巻く変化には目を見張るものがある｡ 従来の著作権保護期間延長論に対抗す
る形で登場したcreativeCommonsなどの "ライセンスを用いた著作物の自由利用"や､YouTube､ニ
コニコ動画などの "動画共有コンテンツ'の進展はまさに日進月歩の勢いである｡ 当初は既存のコン
テンツホルダからの圧力に曝され､その存続すら危ぶまれた上記活動は､今や様々な協議によって"市
民権"を得る方向に向かっている1｡
そんな中にあって､様々なアプローチから "変化"を求められているのが､実定法としての著作権
1 ITmedlaNEWS｢ニコニコ動画とYol】Tube､JASRACに著作権料支払いへ｣(2007年10月30日記事)http://www.itmedla.CO｡jp/
news/articles/0710/30/newsO65.html(2008年8月4E]アクセス)0
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法である｡ 現在の著作権法は､21世紀を迎えた今日にあっても､19世紀末以来の著作権法の内容とさ
して変わっておらず､著作権者に与える保護に関しても "保護期間の設定'と "保護対象となる創作
物の範囲拡大"を除けば変化はない｡また､各国著作権法を束ねる国際条約であるベルヌ条約に関し
ても､1971年のパリ改正会議以来､今日に至るまで一切の条約改正は行われていないのである｡無論､
ベルヌ条約とは異なる形で著作権法に "変化"を取り込もうという国際的な動きは幾つもある｡1996
年に採択されたwIPO著作権条約などは､まさにその典型例であろう｡｢伝達権｣の規定(第8条)を
含んで､90年代に急速に進行したネット社会に対応できる枠組みを形成できたことは､ベルヌ条約を
頂点とする国際著作権法体制に言うまでもなく大きな "変化"をもたらしている｡
しかし､著作権に関わる問題の発生は､条約や国内法の想定外の領域で､現在進行形でもって急速
に活発化している｡我が国においても､90年代後半からの高性能なパーソナル ･コンピュータとそれ
に関わるインターネットの普及によって "いつでも"､"誰もが"､"世界的なクリエイターになれる"
可能性を世間に提供することとなり､自らが作った創作物の運用次第によっては､"(既存の)プロの
存在を超えるアマチュア ･クリエイター"になることすら可能となった｡特に､"自由利用に供する'
との表現で一般に用いられる "自己の創作物の第三者による自由な利用を認める"ことで得られる広
告効果は全く無視できず､全世界のクリエイター達の一つのインセンティブとなっている｡現行の著
作権法体制はその明確な解答を用意していないにもかかわらず､創作物の公開方法や権利処理一つに
ついても､全世界のクリエイター達にとっては､今や一つの"表現"であり､"人間社会に対する貢献"
という精神的インセンティブを兼ね備えた行為なのである｡
本稿ではこの "自己の著作物の公開方法の多様性"という点に着目し､日本においては立法化が検
討された1966年以来､なかなか日の当たることがなかった著作物の究極の権利処理である "著作権の
放棄"について検討し､後述するWWWのように､全世界の人々の自由利用に供することを目指す様々
な分野のクリエイター達に "最大限のインセンティブ"を提供する場合に､著作権放棄の立法化は必
要かという点について考察していきたい｡また､既存のライセンスによって供されている著作権放棄
行為ないしそれの類似行為や､一部放棄に類する効果を持つ行為についても比較検討し､最終的には､
立法化論で対応することが好ましいのか､旧来より存在する著作権表示やライセンス方式などで対応
できるものなのかを見定め､今後の制度設計についての具体案を以下で論じていきたい｡
なお本稿においては､日本法における"PublicDomain"を"財産権としての著作権が消滅したもの"
として捉えていることをここで説明させていただくQ
1.著作権の放棄をめぐる議論の流れ
a)著作権の放棄に関する我が国の学説状況
現行の著作権法では "著作権の放棄'という概念に関して､一切の規定が存在しない｡過去におけ
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る一つの事実として､"著作権の放棄"をめぐる問題については､昭和41年の文部省著作権審議会に
おける文化局試案(｢著作権及び隣接権に関する法律草案｣)で実際に立法化2を検討した動きがあった
が､この審議会での著作権の放棄に関しての検討結果は ｢解釈に委ねることを適当3｣とする判断の
下で断念されている｡
現在では著作権の放棄に関する詳細な記述がなされた文献はそれほど多くはないが､我が国の学説
状況を見ると､おおよそ以下の三つに分類することができる｡
まず一つ目として挙げられるのは､現行著作権法の実質的な立法作業を担った加戸守行の説である
(以下､A説とする)0A説によれば､｢著作権を放棄することができるというのは､単に著作権を行
使しないということではなくて､新聞広告その他によって著作権を放棄するという積極的な意思表示
があった場合にだけ放棄の効果が発生すると解すべきであります4｣ということであり､ 著`作権の
放棄"という行為を､その意思表示の明認方法が "公衆"に向けて一定の条件下で担保されることを
前提に認められるべきとしている5｡
二つ目として挙げられるのは､A説提唱者と同じく､文化庁で著作権法実務を担った作花文雄の説
である(以下､B説とする)0B説は著作権の放棄について ｢著作権法では､特に権利の放棄について
は規定していないが､財産権をその権利主体の意思で放棄することは､著作権の担保権者等の利益を
害しない限り､禁止されるべきものではないと考えられる6｣としており､放棄の可否については､
基本的にA説を踏襲している｡ しかし､新聞広告等という公示レベルの明認方法を公衆に向けて担保
しようとするA説には一切触れず､著作権という財産権としての権利関係に関わる "権利者"の利益
を第一に確保する必要性を説いている｡
一方で､これら上記の二つの説とは異なり､民法上にある "財産権"という概念からのアプローチ
で著作権の放棄を厳格に捉えようとするものが､中山倍弘の説である(以下､C説とする)0C説は著
作権の放棄に関して､｢著作権法に規定はないが､著作権は財産権であるので放棄することは可能であ｣
り､｢著作権の放棄についての規定はないものの､相続人不存在の場合に準じて､権利は消滅し､万
人が利用可能となると解すべきであろう｡7｣との解釈に立っている8｡ またその上で､新聞広告等
2 文化局試案 第76粂 第1項 著作権はその全部又は一部を放棄することができる｡ 第2項 前項の規定により放棄 した著作
権は消滅する｡(文化庁 『著作権法百年史』 (第一法規出版 2000年)327頁)0
3 文化庁 前掲注2)327頁｡
4 加戸守行 『著作権法逐条講義 五訂新版』(著作権情報センター 2006年)377貫｡
5 これに近いと思われるのが半田正夫の説で､著作権放棄については｢著作権はその全部または一部を放棄することができる｡
放棄をすれば､その部分についての権利は消滅する.--･(中略)--放棄の意思表示は明示によって行うことを要し､作家
や画家等が書損じや出来損ないの原稿､下絵のたぐいを遺棄したとしても当然に著作権の放棄があったものと解することは
できない｡｣とする (半田正夫 『著作権法概説[第13版]』(法学書院 2007年)190頁)0
6 作花文雄 『詳解 著作権法[第3版]』(ぎょうせい 2004年)419頁｡
7 中山倍弘は著作権の放棄に際して､｢特許権は利害関係人の承諾を得なければ放棄できないが(特97粂)､著作権については
そのような規定はない｡著作権の場合の利害関係者としては出版権者があり､特許権の専用実施権者に類似しており､その
処理が間農となるが､相続人不存在の場合と同様の扱いをするべきであろう｡｣と述べ､B説のような ｢著作権の担保権者
等の利益を害しない限り｣とする意見とは､趣旨が異なった考え方だと思われる(中山倍弘 『著作権法』(有斐閣 2007年)349
頁)0
8 中山倍弘 前掲注7)349貫｡
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によって明認方法を担保しようとするA説を引用し､｢他の一般的な財産と比較して著作権だけにこ
のような厳しい要件を課す理由はなく､要は放棄の意思があったか否かという証明の問題にすぎな
い9｣と批判している｡
ただ､この三つの学説を比較して言えることは､その明認方法という要件の是非や､著作権という
財産権の捉え方は別として､"著作権は放棄できる"という点に関しては一致を見ていることである｡
学者らが "著作権の放棄は可能"と結論付けるその法理は､著作権法第61条の 【著作権の譲渡】規定
から､全部譲渡が認められているのだから､同様の効果を持つ放棄も当然に認められるべきというも
のであるが､果たしてこのような解釈が一般社会の状況も含めて "支配的"になっているかどうかと
いう点については､筆者からすると従前より疑問があるところでもある｡次節ではこの点を踏まえ､`著
作権の放棄'が直面する現実問題に関して､具体的な論証を加えてみたい｡
b)"著作権の放棄'をめぐる現行の諸問題
インターネットで検索をしてみると､｢日本の著作権法では著作権は放棄できない｣と述べる一般
人や法学専攻以外の研究者等の意見が存在し10､何故このようなことになっているのかという疑問が
生じてしまう｡ これらの人々が､"著作権の放棄はできない"と考えるその理由としては､①特許権
などは放棄の規定があるのに､著作権の放棄については法律の規定がない､②著作権の放棄をしてい
ることについて具体的な明認方法がない､③著作権の放棄についての証明方法を巡って学説上の対立
があることから､そもそも放棄できないと解して著作権法を考えるべき､④日本では著作者人格権そ
のものの放棄ができない11ことから､そもそも著作者人格権に該当する法規定を持たず､"著作者人
格権"というものに拘束されない米国型publicDomainの構築は不可能で､日本型の "著作権の放棄'
は意味がないと考えられている12ことが挙げられる｡
しかしながら､この事実における一番の問題は､前節で述べたように､著作権の放棄という行為が
可能であることについて､学説上それほど対立が見られないにも関わらず､現実として一般に周知さ
9 中山信弘 前掲注7)349頁/注9)｡
10弁護士の梅村陽一郎が､所属する弁護士法人リバーシティ法律事務所HPで ｢｢著作権の放棄はできない｣という見解をイン
ターネット上でみかけることがあります｡どうしてそのような見解になったのかはわかりませんが､どうも著作権が著作物
の創作と同時に発生するので強制的なものであり､放棄もできないという理屈のようです｡また､著作権法に明文がないこ
とも理由のようです｡｣と､インターネット上の風潮に対する同様の認識を持たれている(梅村陽一郎 ｢著作権の放棄｣(弁
護士法人リバーシティ法律事務所 HP2007年2月27日公開)http://www.rclo.jp/draft_qal.html#qall(2008年12月22日アク
セス))｡また､法学専攻ではない研究者の見解として､(本間寛之 ｢著作権に関する間選点と動向｣ 『戸山リサーチセンター
活動報告(第2部 研究報告)』(早稲田大学文学学術院 戸山リサーチセンター 2004年)127頁)が挙げられる｡同書のパブリッ
クドメインの説明項には ｢なお､著作権を放棄した､という意味で使われることもあるが､日本の著作権法では著作権の放
棄という考え方はなく､放棄を宣言しても実際には継続しているものと考えられることから､完全にはパブリックドメイン
とならない｡｣とある｡
11著作者人格権が放棄できないとする代表的な学説としては､作花文雄 前掲往6)419頁､斉藤博 『著作権法』(有斐閣 2002
年)203-204頁､などが挙げられる｡
12 この点について検討がなされたので有名なのがPDS(PublicDomainSoftware)である｡PDSは1990年代以前のパソコン通借
上で､自ら作ったソフトウェアなどを無料で公開する場合に､世界的に使われた用語ではあったが､日本では著作者人格権
が放棄できないという法理論や､PublicDomainというものの理解が使用者にそれほど無かったことなどが原因で､厳密な
publicDomainは自らの手では作り得ないと判断され､言葉としては徐々に使われなくなった｡
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れていないということである｡これは､学説上の通説が､一般社会では決して実現していないという
点で､現実的問題を抱えていることを示唆している｡
一方で､文化庁の文化審議会著作権分科会でも "著作権の放棄'というものについて､｢従来の著
作権法が想定していなかった著作物の創作形態､利用形態を踏まえ､著作物を互いに自由に利活用し
あう環境の確保13｣という､著作物の創作 ･利用促進の観点から議論が重ねられている｡ 同分科会法
制問題小委員会の報告書によれば､"著作権の放棄"自体をめぐる議論の結果は､｢著作権法では､特
に著作権の放棄については規定していないが､一般に､財産権をその権利主体の意思で放棄すること
は､担保権者等の利害関係を有する第三者の利益を害しない限り､可能と考えられている｡｣として､
"著作権の放棄"を可能とする学説を踏襲している｡加えて､その立法化の可能性についても ｢個別
の状況に対応して著作権者が意思表示すれば足り､特に放棄そのものについての法的措置は要せず､
私人間での自主的な取組が可能である｡ 14｣と結論付けており､結果的に著作権放棄をめぐる法解釈
として真新しい内容を含んでいるとは言い難い｡
しかし､同審議会において "著作権の放棄"という問題が､単なる "立法化の必要なし"という結
論で一蹴されたわけではない｡やはり "著作権の放棄"という行為が､現実的に認められるものであ
るとの意見の一致がある以上､その明示方法についてどうするべきかの議論がなされ､｢仮に､法的
な仕組みが必要であるとすれば､次のような場合と考えられる｡｣とし､｢放棄の意思表示の仕方につ
いて､登録等の形式と絡める場合｣や､｢放棄の意思表示の撤回について制限等を行う場合 (意思表
示の撤回そのものの制限や､意思表示を期待して取引関係に入った者の枚活など)｣という二つの事
項が挙がっている15｡
このように､審議会では "著作権の放棄"に関する "明認方法"や､利用者に対する著作(樵)者の
"権利処理"について､何らかの法的仕組みを置く可能性について議論がなされているが､もしこれ
が実現したならば､著作権法は "著作権の放棄が可能である"と公衆に示唆できる規定を持つことと
なり､それは "著作権の放棄"を明文規定化することと同様の効力を持つと考えられる｡ このことか
ら､…著作権の放棄"をめぐる議論の方向性は､"著作権の放棄が可能か否が'ではなく､"解釈によっ
て著作権の放棄が可能だとはいえ､その法的な保障をどのような形で著作者と関係者に担保していく
のか'という議論に今後の流れとして収赦されていくのではないかと考えられる｡
13文化庁文化審議会著作権分科会法制問題小委員会(第2回)議事録 t配付資料 資料 1｢デジタルコンテンツの特質に応じた
制度についての主な提案等｣(2007年 4月20日実施)http://211.120.54.153/b_menu/shingi/bunka/gijiroku/013/07042304/
001.htm (2008年8月4日アクセス)0
14文化庁文化審議会著作権分科会 ｢文化審議会著作権分科会法制間麓小月会 平成19年度 ･中間まとめ (参考資料 1:第 1
節 ｢デジタルコンテンツ流通促進法制｣関係 デジタルコンテンツの流通促進に関する諸提案に関する論点整理)｣(2007年10
月12日)ohttp.//www.cric.or.jp/houkoku/h19¶10b¶2/h19JOb_2I7Jnain.html#01(2008年8月4日アクセス)0
15文化庁文化審議会著作権分科会 前掲注14)(2008年8月4日アクセス)0
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2.著作権表示やライセンスの台頭と著作権放棄
a)著作権表示とライセンスによる著作権放棄の可能性
今日においては､文化庁の提唱する自由利用マークなどの著作権表示や､ローレンス ･レッシグが
提唱するCreativeComnlOnSなどのライセンスが､独自の形式でもって著作物の自由な利用を模索して
いる｡現在､日本で提供されている複数のライセンスは､"自由な利用"という目的の下に､著作権
法に準拠した汎用性の高いフォーマットを提供しており､その強い影響力を見れば､著作権放棄の明
文規定化論は､その実質的意味を失っているという見方があるかも知れない｡
しかし､実際に著作権表示規格や各ライセンスの詳細に目を向けると､本当にこれは著作権の放棄
が生み出す効果と完全な互換性があるのだろうかという疑問を抱かずにはいられないことが分かって
くる｡以下では､その点について具体的な検討をしていく｡
b)"④マーク"における著作権の放棄
数ある著作権表示規格のうち､著作権放棄を可能にする最も興味深いものの一つに､林紘一郎の提
唱する "④マーク"という著作権明示方式がある｡主としてディジタル創作物に対応し､その内容に
関する見解を見ると一般的なライセンス方式を用いた著作権表示とは異なるもののようだが､著作権
放棄について述べるならば､以下のような表記を対象となる創作物に添付すれば著作権を放棄したこ
とと同じようになる16｡
④-0April1,2007,KoichiroHAYAS川 (林紘一郎)
表記の文頭にある "④"はディジタル創作物であること､その後に示されている "0"等の数字は､
マークを付与した創作物に著作権者が要求する保護年数を表している170 o(零)の場合は保護年数0
年､つまりは著作権の発効と同時に財産権としての著作権を放棄することとなり､著作権を放棄する
ことと同じ結果となる｡なお､④-0の後に続く "Aprili,2007/'などの日付は著作物の発行日を
示す18｡加えて､最後には著作者の氏名を明記するという規格になっている｡
C)"自由利用マーク"における著作権の放棄
"自由利用マーク19" は､著作者が自分の創作物に関して､"ある一定の条件下"で第三者に自由
16林紘一郎 ｢④マークの提唱 一著作権に代わる｢ディジタル創作権｣の構想-｣2貫(1999年)http‥//lab.isec.ac.jprhayashi/
991018.pdl(2008年8月5日アクセス)0
17林紘一郎 ｢デジタルはベルヌを越える:無方式から自己登錬- ｣ 14-15貫 (2007年)http://thlnkcopyright,org/Hayashi-
registration.pdl(2008年9月3日アクセス)0
18 旧来の林紘一郎の唱える④マークの規格上では､発行年数の後に"Versionl.0"などの版を示す表記があった(林紘一郎 前掲
注16)2頁参照)が､2007年の論文(前掲注17))では､提唱されている④マークにはそのような表記は存在していない0
19文化庁 自由利用マークHPhttp‥//www.bunka.go.jp/jiyuriyo/(2008年8月5日アクセス)0
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な利用を認める場合に､その意思表示を為す目的で日本の文化庁が制定している著作権表示の方式で
ある｡捷供されるマークは図1にあるようなもので､主たる構成については､左から､"プリントア
ウト･コピー ･無料配布OKマーク'､"障害者のための非営利目的利用OKマーク"､"学校教育のた
めの非営利目的利用マーク"の三点である｡文化庁という官庁主導による自由利用マークの試みは､
世界的に見ても斬新なものであり､政策として今後の展開が非常に注目されるものであろう｡
窟 窟 利用の際は必ず下記サイトを確認下さい｡
コピーOK 障 害 者 oK 学 校教育oKwww.bunka.go.jp/jiyuriyo
図1
但し､"著作権の放棄"に関して言えば､この日由利用マークの方式を用いてその明認方法と為せ
るものには至っていない｡それは自由利用マークが､あくまで著作権の "複製権"､"公衆送信権'な
どに関わる支分権のみにアクセスするマークでしかないためである｡この日由利用マークでは､自己
の創作物を "第三者による二次的著作物の創作"に利用することを認める広範な自由利用を促すのは
難しく､結果他のライセンス方式と比較して非常に用途が限られてしまっている｡
また､この点に加えて､自由利用マークは一般社会への周知度が低く､またマークの意味 ･解釈に
ついてもやや説明不足の感があり､それほど社会には浸透していないと考えられる｡例えば､利用者
が利用しようとする著作物に ｢学校教育OK｣のマーキングがしてあったとしても､｢一体どの程度
の範囲でOKなのか｣､｢正規の学校教育ではない補習科などの授業にまで著作物の自由利用は適用さ
れるのか｣というような疑問が生じるが､マークの説明書きには ｢学校の様々な活動で使うことを目
的とする場合に限り､コピー､送信､配布など､あらゆる非営利目的利用を認めるマーク｣とだけし
かなく20､｢学校｣という言葉の読み方(場所 ･空間としての "学校'なのか､組織としての "学校'
なのか､それとも"正課教育"と同義なのか､というような言葉の解釈)一つをとっても､場合によっ
ては利用者に不用意な混乱を生じさせる可能性があるのである｡著作者側にとっても､利用者側にとっ
ても､対応する範囲が分かりにくいマークと解釈せざるを得ない｡
このような状況を受けてか､自由利用マークは官庁主導の非常に公的性質が強いマーキング方式で
ありながら､実際はその活用があまり進んでいない21と言われている｡
20文化庁 前掲注19)http‥//www.bunka.go.jp/jiyuriyo/panhul.html(2008年10月21EIアクセス)0
2し文化庁文化審議会著作権分科会法制間患小委員会 ｢文化審議会著作権分科会法制問題小委月余(第5回)議事録 ･配布資料｣
(2007年6月29日実施)http://www.next.go.jp/b_menu/shingi/bunka/gijiroku/013/07071010.htm (2008年9月2日アクセス)
での黒沼一郎著作権調査官の発言を参照｡
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d)"creativeCommons●■における著作権の放棄
"CreativeCommons"は米国スタンフォード大学のローレンス ･レッシグが提唱するライセンス方
式である｡CreativeCommonsの基本スタンスは "AlRightsReserved(著作権法に属する全ての権利
を主張すること)"と "NoRlghtsReserved(著作権法に属する全ての権利を放棄すること｡要するに
publicDomainに自己の創作物を置くこと)"の中間領域に属する権利関係をライセンスという形で保
◎㊥○㊥
表示 非営利 改変禁止継承
図2
降しようとするものである｡そ
のマーキングの種類は主に､図
2のようなものを組み合わせて
使うということになる｡
具体的に見ていくと､左から､
著作者が誰であるかというクレ
ジットを示さなくてはならない
｢表示｣アイコン(九囲みの中に人を象ったシルエットが入るマークも同義)､非営利目的であれば自
由に使ってよいとする ｢非営利｣アイコン(¥マークだけでなく､Sマークバージョンもあるが､日
本では両者のマークが混在しており､必ずしも属地を示すものではなさそうである)､著作物の内容
の改変を認めないことを示す ｢改変禁止｣アイコン､著作物を改変して二次的著作物を生み出す場合､
その元作品のライセンス条件をそのまま継暴しライセンスされなければならないことを示す ｢継蔑｣
アイコンなどが設定されている｡この4つのマークの組み合わせで可能となるCreativeCommonsとし
て提供されるライセンスは大きく6種類22であるが､著作物の自由利用を推進しようというcreatlVe
commonsの性質上､全ての著作権の完全放棄である "NoRightsReserved"を示すマーキングについ
ても図3のように提供されている｡し
図3
の創作物に､図3にあるようなマークを付けることに加えて､
かしながら､この著作権放棄の表示方
式は､CreativeCommonsへの登録を要
するものではあるが､ライセンスその
ものではない23ため利用者には不安が
残る設定でもある｡
creativeCommonsにおいては､自己
インターネットにおけるデジタル著作
物に関しては､CreativeCommonsのサイトに "PublicDomainとして自己の創作物を公へと寄贈する"
226種類を具体的に述べると､BY(表示)ライセンス､BY-NC(表示一非営利)ライセンス､BYINC-Nt)(表示一非営利-改変
禁止)ライセンス､BYIND(表示-改変禁止)ライセンス､BY-NC-SA(表示一非営利一推暴)ライセンス､BY-SA(表示一策
暴)ライセンスとなる｡
23creatュ,eCoTtmOnSHp-LLCenSeYourWorkt･htp://creatlVeCOmmOnSOrg/I.cense/pubLICdoTlain-2?lang=en_US(2008年8月5
日アクセス)0
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ことを宣言 ･登録し､それによって発行される当該著作物のメタ情報用のHTMLタグを挿入すること
によって､著作権の放棄並びにPublicDomainの状態を作り出すことができるとしている｡
このCreativeCommonsへの登録による著作権放棄の形態に関して､日本法に準拠 したcreative
commonsを管理しているクリエイティブ･コモンズ ･ジャパンは､そのFAQにおいて､｢もしあなた
がパブリック･ドメインに自分の作品を置きたいのなら､それをお手伝いできます｡24｣としている
が､実際に日本法の下で著作権の放棄ができるのかどうかは非常に不明瞭である｡ クリエイティブ･
コモンズ ･ジャパ ンからPublicDomain用にリンクを辿っていける本家米国におけるCreative
commonsのPublicDomain用 ライセ ンスの注意書 きには､その タイ トルに ｢Copyright-Only
Dedication(basedonUnitedStateslaw)orpublicDomainCertification((米国法に基づく)著作権のみ
の献呈､もしくはパブリック･ドメインであると保証すること)25｣ とあり､あくまで米国法の適用
によることが強調されている｡ このことは､著作権法の準拠法に関する国際私法の通説である "保護
国法説(著作物の利用行為や著作権の侵害行為の行われた地の法が準拠法になるとする見解)"などに
基づけば､米国における著作権はpublicDomainとして放棄できるのは間違いないが､そのことが日
本法における著作権放棄行為､或いは明示方法として法的効力を持つとは断言できず､creative
commonsのマーキングによる著作権の放棄は相当に問題を学んでいる26と考えられる｡
また､creativeCommonsが言うところの "著作権の放棄-publicDomainにする"という解釈は､
日本法で言う財産権としての "著作権を放棄する"という意味ではない｡我が国の現行著作権法にお
いては､公表権(第18条)､氏名表示権(第19粂)及び同一性保持権(第20条)が著作者人格権として規定
されており､財産権としての著作権を放棄したとしてもこれらの権利は残存することになる｡ 日本法
においては､たとえ著作権を放棄したとしても､著作者としての氏名を表示してもらうことや､内容
の改変 ･改親等に対抗することは著作者人格権の上に担保されているのである｡
しかしながら､著作者人格権の規定を持たない米国生まれのライセンスであるCreativeCommonsが
いう所の "著作権の放棄-publicDomainにする"という意味は､日本では著作者人格権に該当する
24 クリエイティブ･コモンズ ･ジャパンHP ｢FAQ｣ http://www.creativecornmonsJP/faq/2cc/posL26/(2008年8月5日ア
クセス)0
25creativeCommonsHP"PublicDomainDedication"http.//ereativecommons,org/llCenSeS/publicdomain/(2008年8月5日アク
セス)0
26FAQでは､この手の国外との関係に関わる問題に対して ｢CCライセンスは米国著作権法に準拠して作られており､国外に
おいて常に有効とは限りません｡できるだけ多くの地域でCCライセンスが普及するように､米国を中心にしつつ､クリエ
イティブ･コモンズは多くの国､地域で努力を続けています｡もちろん､少なくとも米国のクリエイティブ･コモンズだけ
では世界中のさまざまな著作権法の差異すべてに対応することはできません｡しかし､現在では､各国に生まれたクリエイ
ティブ ･コモンズ及びその支援者によって､の著作権法に準拠したライセンスがデザインされるようになっています｡く改行)
なお､クリエイティブ･コモンズのライセンスは､米国外で利用されることを想定し､｢分離可能性｣条項も含んでいます｡
つまり､あるライセンス条項がある管轄区域において執行不能であることが判った場合､その条項のみがライセンスから切
り離され､残りの条項の有効性は損なわれないまま執行されることを明記しています｡(CreativeCommonsFAQ ｢3.ccラ
イセンスについての詳 しい説明 /CCライセンスは国外で どのような法的地位 を持つことにな りますか?｣
http://www.creativecommons.jp/faq/3cc/post_29パ2008年10月28日アクセス))｣と説明している｡また､ccライセンスを使
う場合は管韓種の選択を行うことを提示しているが､どのように表記するかということについてまでは具体的に示していな
い(CreativeCommonsFAQ ｢1.クリエイティブ ･コモンズ ･ライセンス (CCライセンス)の基本/ ｢管轄地｣の選択｣
http://www.creativecommons.jp/faq/1cc/posL72/(2008年10月28日アクセス))0
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㊨-∈頭重二重AJILdltrRJLFd
内容のもの全てを含めて "放棄する"という意味になるOそれを指し示すのが図427であるoこの図
によると､pDの丸囲みでマーキングされるPublicDomainは､著作者人格権的な権利も一切残存しな
い存在として扱われている｡これは､我が国の著作権法で解釈すれば､財産権としての著作権を放棄
し､かつ著作者人格権のうち氏名表示権と同一性保持権(公表榛はすでに行使されているはずなので
問題はない)に "著作者人格権の放棄"､もしくは "著作者人格権不行使の特約"を付与した著作権放
棄とみなすこともできる｡しかし､著作者人格権の放棄については､単なる財産権としての著作権の
放棄とは逆に､多数説では著作者人格権そのものを放棄することは不可能とされている｡それ故､
creaいveCommonsのライセンスのうちBY(表示)ライセンスも､ 同`一性保持権を放棄している"とい
う解釈を採った場合においては､図5が
示すとおり､E]本法においては有効性に
疑問のある もの となる｡加 えて､
BY-ND(表示一改変禁止)ライセンスは､
著作者人格権のみ留保することを意味す
るので､単に財産権としての著作権を放
棄したことと同様の意味と解せる｡但し､
こういった著作者人格権と関わる問題点
について､日本著作権法上ではどう取り
扱われるのかをクリエイティブ･コモン
ズ･ジャパン自身はあまり説明しておら
ず､ライセンス利用者にとっては不安が
残る仕様となっていると言わざるを得な
いだろう｡
27図 4について､CreatlveCommonsHPhttp//WWICreatlVeCOmmOnSJP/learn/(2008年10月28日アクセス)参照｡但し､"Al
R)ghtsReserved'I､'SoTneRlghLsReservcd'､"NoRLかtsReserved"の文字については鮮明に表記するために筆者が類似フォン
トで再記入している｡
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e)"cNU'における著作権の放棄
"GNU(GNU･sNotUNIX(GNUはUNIXではない !))28"は､かつてMITに所属していたプログラマー
であるリチャード･ス トー ルマンが1980年代後半から提唱する運動の一つで､当初は無償で使えてい
たが､その後有料化されてしまった歴史を持つOSであるUNIXに対抗するため､UNIX互換のソフト
ウェア環境を全てフリーソフトウェアで実装しようとするプロジェクトである｡GNU GPL(GNU
GeneralPublicLicense)29やGNU LGPL(GNU LesserGeneralPublicLicense)30､GNU FDL(GNU Free
DocumentationLicense)31など､主にはコンピュータ･ソフトウェアを取り扱うためのライセンスを
提供(GNU FDLはテキストなどの一般著作物用のライセンスでもある)し､同じくス トー ルマンが提
供するFSF(FreeSoftwareFoundation(フリーソフトウェア財団))32の協力によって法的にも､経済的
にサポートされている｡
GNUに関わる運動は "Copyright'の対義語としての造語である c`opyle托" という活動に集約され
ている｡これは､①著作物の利用 ･コピー ･再配布 ･翻案を制限しない､②改変したもの (二次的著
作物)の再配布を制限しない､③二次的著作物の利用 ･コピー ･再配布 ･翻案を制限してはならない､
④コピー ･再配布の際には､その後の利用と翻案に制限が無いよう､全ての情報を含める必要がある
(ソフトウェアではソースコードを含む)､⑤利用 ･コピー .再配布 ･翻案のいずれにおいても､複
製物又は二次的著作物にコピーレフトのライセンスを適用し､これを明記しなければならない､とす
る定義の上に成り立っている｡端的に言えば"自己の創作物を第三者に自由利用の下に提供し､使用 ･
収益(GNU GPLでは他人がGNU GPLで作った創作物を勝手に売ってもかまわないとされている)させ
てやる代わりに､別の第三者に複製物 ･二次的著作物を提供する場合は､元となったソフトウェアの
GNU GPLをそっくりそのまま踏襲しなくてはならない"とするものである｡これはストー ルマン自
身が､コンピュータ･ソフトウェアの商用化によって､ソースコードの中身がブラックボックスイヒし
てしまうことについて危倶を抱いたためであり､そのような事態への対抗策として､GNU GPLでラ
イセンスされたソフトウェアがコンピュータ世界に欠かせないものとなれば､それを用いて作られた
ソフトウェアのソースコードはライセンス規定に基づいて公開しなくてほならなくなるだろうという
思想を含んでいるものでもある｡GNUに関わる運動がしばしば ゥ`ィルス的33' と評されるのは､ま
さにこのライセンス規定のためであるが､現在では､ソフトウェア開発のために必要なソフトウェア
28GNUHPhtp://www.gnu.org/(2008年8月5Elアクセス)0
29GNUGENERALPUBLICLICENSEVersion3(2007年6月29日版)htpノ/www.gnu.org/licensesノgpl.t冗t(2008年8月5日ア
クセス)｡
30GNULESSERGENERALPUBLICLICENSEVersion3 (2007年6月29日版) htp‥//www.gnu.org/licenses/】gpl.txt(2008
年8月5日アクセス)0
31GNUFreeDocumentationLicenseVersion1.2 (2002年11月版)htp://www.gnu.org/licenses/rdl.txt(2008年8月5日アク
セス)0
32FreeSoftwareFoundationHPhttp‥//www.fsf.org/ (2008年8月5日アクセス)a
33これに関する有名なものに､米Microsortの副社長であったCraigMundieの "SpeechTranscript-CraigMmdi｡,TheNew
YorkUniversitySternSchoolofBusiness(2001年 5月3日版)がある｡(http･.//www.microsoft.com/presspass/exec/craig/
05-03sharedsource.mspx(2008年8月5日アクセス))0
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が､GNUに関わるライセンスで提供されていることを知らずに使ったなどの理由で､ソースコード
の公開を求められるという訴訟が世界的に続発しており34､今後の動きが注目される自由利用のため
の運動である｡
GNUに関わる運動は､"コピーレフトの思想によってソースコードを公開させる"ことに重きを置
いていることから､"著作権の放棄"によってPublicDomainとする雛型は用意されていない｡むしろ
権利放棄とは逆に､より創作物の利用に条件を付し､転々流通する複製物や二次的著作物にまでライ
センスの拘束を持っていこうとしている｡ 故に､同ライセンスから "著作権の放棄'に対応できる規
定が発生する可能性は望めないと断言しても良いだろう｡
しかし一方で､先述したcreativeCommonsがCC-GPLというGNU専用のマーキングを用意している
ことは非常に興味深い所でもある｡CreativeCommonsは "著作権の放棄'についても､その法的な問
題の有無はともかく､"利用者に表示できる"形式で､著作権表示用のマークと登録システムを準備
していることは本稿 2d)で説明したが､もし､このGNUGPLにも同じような認識の下にマーキング
を提供しているとするならば､creativeCommonsはGNU的なライセンスをも内包させようとしてい
ることになる｡ このようなライセンス同士による相互的な共有関係については､今後詳細な検討の必
要があるのではないかと思われる｡
3.本当に著作権放棄の明文規定は必要ないのか
a)ライセンスによる自由利用への取り組みと著作権放棄の立法化論との競合性
本稿2で見てきたように､①マーク､自由利用マーク､CreativeCommons､GNUなどの規格を参
照すると､その実効性はともかく､著作権表示やライセンス､ライセンスとは別建てではあるがそれ
に付随する形で､"著作権の放棄"を導こうとするものが幾つかあったのは紛れもない事実である｡
その意味では､やはり著作権の放棄に関しては､明文規定化ではない方法で推し進めるというやり方
はあり得るのかもしれない｡
ただ､これについて第一に考えられる疑問は､"著作権の放棄"は､財産権そのものの "処分権'
に係る問題であるにもかかわらず､原則として著作権の第三者に対する "利用や使用(以下 ｢利用｣
という｡)35"に係る処理でしかないライセンス方式では､やはりカバーしきれないのではないかとい
34これに関しては､ドイツでの訴訟例で､｢Linuxprogrammerwinslegalvictory｣(2005年4月14日記事) htp://news.com.com
/2100-7344【315671209.htm】 (CNETnews.com2007年7月24日アクセス)というものがあり､米国での訴訟例で､｢｢GPL
に違反した｣- オープンソース団体が家電メーカーを提訴｣(sourceforge.jp2007年9月21日記事)htp://sourceforge.jp/
magazine/07/09/21/0719215(2008年9月5日アクセス)0
35著作物の利用や使用について､斎藤博のように ｢著作権法は著作物等の ｢弄り用｣と ｢使用｣を区別し,別異の扱いをしてい
る｡著作権法上意味を有するのは､著作物の ｢利用(exploitation)｣のほうであり､著作物等の ｢使用｣については原則とし
て著作権法の関与しない､著作権等からの自由な行為とされてきた｡｣(斎藤博 前掲注11)52頁)とする見解もあるが､作花
文雄のように ｢著作権法上､利用とは支分権の働く行為を意味し､使用とはそれ以外を意味していると説明がなされること
もあるが､必ずしもそのような制定趣旨があるわけではない｡｣(作花文雄 前掲注6)226頁)と､両者に決定的な意味の違
いはないとする見解もある｡
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うことである｡ライセンスによる自由な利用を考える場合､著作物の利用に関して契約書やライセン
ス管理者の保証の下に完全にフリーにすることは当然に可能だが､人類の共通財産としてのPublic
Domainに帰すことは結局できないか､何らかの法的問題を抱えているため､人類社会のためにPublic
Domainとして公開したい､というようなインセンティブには適合することは難しいと言わざるを得
ない｡CreativeCommonsがライセンスに包含せず､別建ての形でPublicDomainにするための雛型(檀
し､日本法の下で考えられるPublicDomain(著作権が消滅したもの)とは異なる概念)を準備している
のは､"著作権の放棄"というものでしか拾えないインセンティブもあると想定しているからでもあり､
著作権放棄に関しては著作権の利用にかかる支分権に直接働きかけて､利用者による自由な利用を制
限するライセンス方式とは矛盾すると考えているからなのであろう｡これは､現在のインターネット
を根幹で支えているWWWの技術が､"ライセンスに準拠することを避ける"ためにPublicDomainで
公開された36ことから考えても想定しうる理屈でもある｡また､法理論的にも "著作権の放棄"に関
わる法規走の存在が､一般的な既存ライセンス等による利用活動を阻害するということは､そもそも
対象としている権利が､著作権そのものの譲渡 ･放棄を含む "処分権'と､著作物を第三者に利用さ
せる権利とで異なるのだから､競合することはおそらく無く､たとえ問題が発生してもそれは著作者
人格権不行使の特約等に関わる解釈の問題なので､財産権としての著作権を放棄する法規走とは分離
して考えることが可能だと考察できる｡
第二に､ライセンスによる著作物の自由な利用よりも､法律上に "著作権の放棄"を明文化した方
が個人の余暇活動等で作られるコンテンツに対する権利処理のコストがかからないのではないかと考
えられる点である｡日本著作権法は現行でも著作権の放棄はできると学説上解釈されてはいるが､A
説によれば "著作権を放棄しだ'という新聞広告などにおける "公示のコスド が掛かかるし､C説
においても､ひとたび "著作権の放棄'が争点となれば裁判における "証明のコスド がかかること
となる｡この事実は一般著作者の自由意思を萎縮させ､"著作権の放棄"という行為自体を珍しいも
のにしてしまっていると考えられる｡ しかし､法律による明文規定化が行われれば､この類の行為が
人々の潜在的ニーズによって爆発的に増える可能性は否定できない｡
第三の疑問点は､自由な利用を掲げた著作物を利用しようという側からすれば､ライセンスで自由
な利用に服きしめるように権利処理された著作物よりも､単純に著作権が放棄され､publicDomain
36www(worldWideWeb)のシステムは､URT(UniformResourceldentlfler),HTTP(HyperTextT,ansferProtocol)､HTML
(HyperTextMarkupLanguage)という三つのプログラムを核としているが､これらは全て､ティム･バーナーズ ･リーとい
う人間が中心になって作成されたものである｡CERN(欧州素粒子物理学研究所)の研究員だった彼は､膨大な書類管理のた
めに､リンクを辿って別の文書を呼び出す'リ､イパーリンク"という技術を用いたシステムを思いつき､同僚の手助けもあっ
て独自に上記プログラムを完成させた(cERN上層部にはアイデア段階で提案をしたものの相手にされなかった)0webの普
及には､web技術の無料公開が必須という信念があったバーナーズ ･リーは､著作権法上の利用にかかる問題をGNUライセ
ンスでもって公開することでクリアしようと考えていたが､これを制約と捉える人間もいると聞き及び､cERNの名の下に
PublieDomalnで公開すると､"著作権の放棄I'を公示したO(この宣言書について､下記アドレスを参照):CERNTenYeal-S
PublicDomainfortheOriginalWebSoftwal-e"STATEMENTCONCERINGCERNW3SOFTWARERELEASEINTOPUBLIC
DOMAIN"(1993年 4月30日公開)htp二//tenyears-www.Web.cern.ch/tenyearsIWWW/Dec一aration/Pagel.html(2008年10月4El
アクセス)0
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となっている著作物の方が "自由な利用"に対する確認のアプローチが容易だと想像できる点である｡
ライセンスによる自由な利用は､利用に対する権利処理であるが故に､逐一､使用許諾書(ライセン
ス規定書)を読まなければならないが､著作権の放棄による自由な利用においては著作者人格権に対
する配慮等を除いてその必要がない｡このことから､例えば類似のCreativeCommonsなどのライセン
ス処理されたコンテンツと､著作権の放棄によってPublicDomainとなったコンテンツが存在した場
合に､利用者は後者の方をできるだけ利用するだろうという予想をたてることができる｡ つまり､こ
れはライセンスによる自由な利用よりも著作権を放棄した方が一般大衆に浸透しやすくなるという作
用を持っているということでもあり､創作者のインセンティブを考えるにあたっては､この要素は看
過することができないであろう｡
このような観点から分析を行ってみると､著作権の放棄の明文規定を置くことはライセンスによる
著作物の自由利用等の運動と競合しないばかりか､デメリットは何もないのではないかと考えること
ができる｡それどころか､本箱 2d)で説明したように､CreativeCommonsに代表されるような､創
作物をpublicDomainに置くことを示すマーキングや､BY(表示)ライセンス､BY-ND(表示一改変禁止)
ライセンスなどの､"著作権を放棄することと同様の効力を持つが､学説上対立のある著作者人格権
の放棄概念に抵触するライセンス"に､"著作権の放棄"という学説上争いのない役割を担わせる方
が利用者やクリエイターに対して不必要な混乱を生み出すのではないかという危倶すら抱くことがで
きる｡だとするならば､著作権放棄の明文化論は無意味と一蹴することはできず､AlRights
ReservedとNoRightsReservedの中間を規定するライセンス方式との住み分けを前提に理論構成する
という考え方が､当然に成立してくるのである｡
b)最適な著作権の放棄の明認方法とは何か
現行法の下においても可能とされる "著作権の放棄"が､今後積極的に利用されると想定し､かつ
その具体的な制度設計を考える必要があると仮定して､最初の問題はその明認方法をどのように設定
するか､ということにある｡これについて､現状でも考えうる､もしくは提唱されている方法として
は､①加戸守行が述べるように､新聞広告やその他の方法を取ることによって放棄できるとする説､
②単に権利者が自分の著作物に一筆書くことで放棄できるとする説､③中山信弘などが唱える､著作
権の放棄は個人の意思によって行えるとし､その著作物の著作権は放棄されているという証明は訴訟
の段階での立証の問題であるとする説､④林紘一郎などが唱えている登録制の導入によって解決を図
ろうという説､などがある｡本節では､まずこれらの方法論の中で､どれが制度設計として将来的な
可能性を持っているかという点について検討を加えていきたい｡
まず､①説として挙げた新聞広告やその他の方法を取ることによって著作権の放棄を可能とする説
であるが､これはやはり著作権の放棄という行為そのものが財産権である著作権を無償で放棄すると
いう､決して金銭的利益には直結しない行為であることから､コスト的に難しいものと考えられる｡
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著作権の放棄にこれら金銭的コストが非常に掛かる要件を厳格に課してしまうと､著作権の放棄は現
状よりも更に珍しいものとなってしまうであろう37｡ だとするならば､この方法はやはり現実味に欠
けるものと結論付けざるを得ない｡
次に②に挙げた､自らの著作物に一筆書くことで著作権の放棄を可能とする説であるが､これは誰
の日から見ても非常に分かりやすい方法論であると評することができる｡ 自らが作成した小説､絵画､
写真その他の著作物に､権利者自らの手で ｢本著作物の著作権を放棄します｡｣と一筆添えるだけで
著作権の放棄と見なすやり方は､非常に合理的でシンプルなアイデアである｡ ところが､この方法論
はあくまでアナログ著作物の世界で､且つ限定的な状況でしか通用しないところに､致命的な落とし
穴があると思われる38｡
現在ではデジタル ･データとして構成された絵画や写真などを用いて､自ら作成したホームページ
等に公開することが一般的となっているが､デジタルカメラで撮影した写真や､ペイントソフトなど
で措いたcGなどの著作物の類は､HTML(HyperTextMarkupLanguage)などのマークアップ言語で
記されているホームページ本体とは別の著作物として構成される390
これに関して開港となるのは､前者の写真 ･画像などのデジタル著作物と､ソースコードとしてホー
ムページ本体を構成するデジタル著作物はパーツとして別物でしかなく､非常に散在Lやすいという
性質を抱えている点である｡これは､デジタル ･データとしての画像そのものに｢著作権を放棄する｣
旨を確実性の高い方法で書き加えることができなければ､一筆を添えて著作権が放棄できるとしても､
信悪性のある明認方法を利用者側に提供できないことを意味する｡周知のことだが､デジタル技術を
用いられた創作物は著作物の原本には何ら影響なく､容易に一瞬でコピー&ペーストができるため､
例えば､他人の著作物である画像をコピーして､勝手に著作権放棄画像として公開してしまう人間が
存在した場合であっても利用者側は確認のしょうがない｡加えて､肝心の著作物本体にメタ情報とし
て一筆記す技術に関しては､悪意ある第三者からの "書換え"などに対処できない脆弱さも抱えてい
る40｡ これらの要素は､換言すれば､デジタル著作物が物理的に分離 ･複製されてしまうことによっ
37中山信弘もこの新聞広告等の公示方法に関しては､｢現実問題としても､費用を掛けて新聞広告をして放棄する者は､通常
は考えられない｡｣としている(中山信弘 前掲注7)349頁/注9))0
38実際には､アナログ著作物であっても､｢コピー&ペースト｣｢書換え｣｢なりすまし｣などが可能であるものもあり､本稿
が後述して示しているような内容と同じような問題は当然に起こりうると考えるべきである｡
39ホームページなどを構成するHTMLなどのマークアップ言語では､ページ内で使用する画像を(imgsrc=●1表示する画像ファ
イルを指定つなどの"タグ､'と呼ばれるコードを用いて●'引用"してくるような形式を取るため､ホームページ本体とそれを構
成する画像は､コンテンツ全体を構成するパーツとしてはやはり別々の著作物でしかないと思われる｡
40デジタルカメラで撮った写真などにはExif(ExchangeableImageFileFormat)と呼ばれる､富士フイルムが1994年に提唱し､
日本電子工業振興協会(JEIDA:JapaneseElectroniclndustryDevelopmentAssociation)が標準化した"付加情報'を添付する規
格がある｡これは写真が撮られた日時や､使用機器のメーカー並びにモデル名､写真の解像度や､シャッター速度､絞り(F
値)に至るまでの写真に関わる詳細情報を自動的に記録するものとなっており､これらの情報に付随する形で ｢著作権を放
棄する｣旨のコメントを記載するなど工夫をすれば､｢一筆書いて著作権を放棄する｣というやり方は不可能ではない(デジ
タル ･データのファイルにコメントを記載することは､デジタルカメラで撮った写真に限らず､画像ファイル､文書ファイ
ル等でも可能)｡しかし､これらの"付加情報'は､誰でも書換えようと思えば可能なものであり､財産権である著作権を放
棄したか否かという重要な証明として用いるには"成りすまし'行為などの対策に於いて信用性が相当劣るものであると言わ
ざるを得ない｡
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て､画像そのものでは著作権が放棄されているのかが確認できなくなり､著作権放棄されたことにつ
いて､実証性を利用者側に全く提供できないという点に重大な問題を抱えているのである｡このよう
な点を鑑みると､②の方法論ではデジタル技術によって構成される著作物にはなかなかうまく対応で
きないといった状況も出てくるものと思われる｡
また､③説として挙げた ｢著作権の放棄は単なる証明の問題｣とする見解も､詳細に検討していけ
ば､かなり困難な問題を抱えていると評さざるを得ない｡確かに､著作物の利用者にとって､当該著
作物の著作権が放棄されているか否かが問題となるのは､あくまで裁判などの争訟の場のみである｡
だとするならば､この著作物は ｢著作権を放棄します｡｣という作者の言動等を信じて､利用者自ら
が思うところの自由利用を行ったとしても､著作者から何も訴えがなければ､限りなく平穏に著作権
が放棄された著作物の自由利用は完結することとなる｡故に､著作権放棄の問題を ｢単なる証明の間
蓮｣と限定して考える解釈論も必然としてあり得るものだろう｡
しかしながら､②説に対しても説明したように当該著作物の著作権が放棄されているか否かという
証明の実証性は､対象となる創作物がアナログのものであればまだしも､デジタル著作物が相手では
無力に等しい｡このデジタル著作物特有の問題が技術的に解決できなければ､著作権の放棄を "証明
の問題"と一蹴することは､たとえそれが万が一であっても､その著作物の利用を巡って法律上の問
題が発生したとき41に､無駄にその証明のコストとリスクを利用者に課すことになるのは目に見えて
いる｡著作権の放棄という金銭的利益に直精しにくい行為を､著作者が利用者に ｢より自由に使って
欲しい｣という意思表示であると捉えるならば､著作権放棄の明認方法は､より利用者にとってリス
クを負うことが少ない方式を選択しなければ意味が無く､単なる証明問題として軽視するのは､妥当
な方法論とは言い難いのである｡
これに対して､書換えを伴った成りすましなどに対応でき､尚且つ利用者にとって安全を図れる明
認方法が､林紘一郎などが唱える④の登録制度の導入である｡これは著作(権)者側に登録の義務を課
し､著作者が誰であるかの権利成立後の探索コストを権利者に転換することで､利用者側のリスクを
減らそうという策である42｡但し､林紘一郎の見解では全ての著作物に関して著作権の登録(自己登録)
41例えば､ある著作物の著作権放棄について訴訟が発生し､著作(権)者が ｢著作権放棄をした覚えはない｣と法廷で主張し
た場合､利用者はこれを立証できなければ敗訴する可能性が高い0枚に､利用者は"著作(梶)者が著作権を放棄していた"冒
を証明しなくてはならないことになるが､通常､そのような証明を行うのは不可能である場合が多いと考えられる｡特に､
ホームページなどで著作権放棄をする旨を記していた場合､そのページをそのまま保存しておけば､立証を求められた場合
の証拠となるように思われるが､ホームページを構成するHTMLはコンパイルなどを要するアセンブリ言語ではなく､単な
るタグを用いて書き記すマークアップ言語でしかないため､誰でも簡単に(たとえそれが､当該著作物に係る利用者であっ
ても)テキスト･エディタでもってソースコードの書換えが可能であり､確実性のある証拠として裁判所に採用されない可
能性がある｡このような点から､著作物の著作権放棄は単なる証明問題でしかないとする③説は､裁判所が信用するに足り
る証拠を出した場合(例えば､当該著作物が本として出版されており､そこに著作権を放棄する旨が書かれている場合など)
には利用者が救済されるが､それ以外では､利用者は著作権放棄の立証にすら困雛を伴うものと思われる｡
42林舷一郎 前掲注17)13頁.｢そこで第3の変化として､無方式主義の著作権制度の中に ｢登録｣という機能を入れ込むこ
とが考えられる｡無方式主義は著作(権)者が誰であるかの探索コストを､利用者が負担する制度である｡しかし､もともと
拡散しやすく排険しにくい財貨である情報に､強い排他権を付与するのであれば､権利成立後の探索コストを権利者に課す
方法の方が合理的と考えられる｡(改行)その理由は､第1 に負担の公平である｡他の知的財産がすべて登録料を要する制
度である点からも､著作権の登録コストを権利者負担とすることが妥当であろう｡そして第2 は､それが最少のコストだ
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をさせようとしていることや､権利者側で登録コストが必要となるといったことを提案していること
から､ベルヌ条約の無方式主義原則との兼ね合いが懸念される｡
しかし､ベルヌ条約上の無方式主義というものは､その第5条第(2)項第1文で ｢前項の権利の享
有及び行使には､いかなる方式の履行も要しない｡｣と規定されているが､これは通常の解釈でもっ
て考えれば､"著作権の発生 ･享有段階'で何かしらの方式を求める "方式主義"を排除しているだ
けに過ぎず､権利関係を公示する意味での登録制度を否定するものでは決してない｡WIPOの発行し
た 『WIPOが管理する著作権及び隣接権諸条約の解説並びに著作権及び隣接権用語解説』にも､ベル
ヌ条約第5条第(2)項第1文に関して､｢登録が､登録された事実が有効である反証可能な推定の効果
を有する場合､それは方式とはいえない43｣と､登録制を全否定するものでは決してないことが示さ
れている｡また我が国の著作権法においても､その第17粂2項で ｢著作者人格権および著作権の享有
には､いかなる方式の履行も要しない｣とベルヌ条約の内容を受けた規定が設けられているが､そも
そも日本著作権法上には現在でも第75条から第78条の2まで 【登録】について定めた規定がおいてあ
ることからも､登録制度を完全に排除する性格のものはないことは誰の目にも明らかであろう44｡ こ
れらの法理を元に考えれば､無方式主義の規定は､著作権が発生した後に処分権の行使として行う著
作権の放棄などに対しては及ぶものではないと考えられる｡
これとは別に､林紘一郎の唱える登録制度の興味深いところは､｢なりすまし｣対策として､ハッシュ
関数を用いて本人確認や著作物の真正性の証明を図ろうとしているところである45｡ このような様々
な技術やデジタル著作物特有の特性を用いて､権利放棄された著作物の保全体制を構築していけば､
登録制を用いて著作権放棄の要件とする方法論は一番説得力のあるものになると思われる｡このこと
から､①-④論全体を総合的に分析 ･考察すると､政策論として最も現実味を帯びてくるのは､おそ
らく④の登録制の導入であるが､問題はどんな制度設計でもって著作権放棄の実践をやっていくか､
ということにある｡
C)著作権放棄後の意思表示撤回についての制限
著作権の放棄に関して､次に考えうる問題点は､権利者が著作権の放棄の意思表示をした後の著作
物との関係をめぐる問題である｡
個々のクリエイターによる "著作権の放棄"が情報の共有という人類社会に基づく崇高な理念だけ
からである｡権利者が登録をするコストは微々たるものであるのに対して､後刻多数の利用者がそれぞれに探索コストをか
ければ膨大になるからである｡｣との記述があることからも､ベルヌ条約の無方式主義の立場からは相容れない性質をもっ
た"登録"制を提案されていると思われる｡
43wtpo著 社団法人著作権情報センター(CRIC)訳 FwIPOが管理する著作権及び隣接権諸条約の解説並びに著作権及び隣接
権用語解説』(社団法人著作権情報センター(CRIC)2007年)48頁0
44 この規定について加戸守行は､｢著作権が移転し場合の取引の安全を確保するとか､あるいは著作権関係の法律事実を公示
するという観点から､旧著作権法時代の登希の制度をおおむね引き継いで｣いる(加戸守行 前掲注4)421頁)と説明してい
る｡
45林紘一郎 前掲注17)21123頁｡
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で成り立っているわけではなく､自らの創作活動における "公共に寄与する"という名誉を求める意
思的側面を強く兼ね備えていることは､おそらく間違いないであろう｡金銭的インセンティブに代わ
る精神的インセンティブが無ければ､誰も好き好んで著作権の放棄などという反利益的行為を行うこ
とはないからである｡故に､著作権の放棄という行為が著作者にとって単なる"売れるまでの宣伝ツー
ル"として使われないよう､｢著作権を放棄するとどうなるのか｣という点を周知徹底する必要がある｡
しかしながら､著作権の放棄に関する明文規定すらない現状では､放棄後の著作者の著作物との関係
を律するものに関しては､当然に一切の記述がない｡直接に著作権と関わるものかどうかは定かでは
ないが､同じ知的財産権をめぐる問題として､コンピュータ界にはそれこそ "UNIX46' を筆頭に､
普及してから突然特許料を請求し始め問題となった "GIF47"など､｢利用者がある程度確保できれば
方針転換して有料化｣という動きがこれまでにもあった｡知的財産の権利者が翻意するということは､
決して珍しいことではないのである｡
そのような事実に鑑みれば､権利放棄後の著作者への権利制限を考えていくことは､今後に向けて
必要となってくる措置であろう｡ 現状では､民法95条の錯誤等の規定などとの関係で､これを採用し
た著作者による放棄の意思の無効 ･取消訴訟などには､著作権放棄を認める規定だけでは対処するこ
とはできず､作者の翻意による放棄の意思表示撤回の予防策を議論するには十分ではないと思われる｡
本稿 1で説明したように､文化庁文化審議会著作権分科会法制問題小委員会などが､著作者による｢放
棄の意思表示の撤回についての制限等｣に関して､触れられているのも当然のことであろう｡
権利放棄後の著作者への権利制限について法的規定でもってあたるということは､今まで "解釈で
もって可能"という域を出なかった著作権の放棄行為自体も明確に保証することになり､まさに本稿
がその話題の主とする､著作権の放棄に関する明文規定化においては非常に合理的とも言える方法論
でもある｡ 今後はこういった議論の内容も踏まえて､著作権の放棄を明確に利用可能とする､より良
い "自由利用"の形を制度設計として希求していかなければならないと思われる｡
46し'NIXは1970年代初軌 こ完成したOSの一種であるが､｢AT&Tベル研究所で開発されたUNIXは当初商品ではなかったO独占
禁止法によって､巨大な通信会社であるAT&Tはコンピュータ業界に参入することを禁止されていたのである｡そのため､
LNIXを商品として売ることができず､世界中の大学や研究所にほとんど無料で配られた｡ソースコードも､改良に協力し
てくれそうなグループと共有していた｡しかし､AT&Tは1984年の分割によってコンピュータ業界に参入を認められた頃か
ら､UNIXの商用版の開発とライセンシングに力を入れるようになる｡-(中略)-UNIXの著作権がAT&Tにあるために､以
前UNIX開発に協力した大学や研究グループは､自分達が協力して作ったOSにライセンス料を払わなければならなくなって
しまった｣(立川隆/南谷 崇/橋本毅彦/児玉文雄/安田 浩/立川隆ゼミ T新世紀デジタル講義』(新潮社 2000年)291頁)
という歴史を持つ｡
47GIF(GraphlCSInterchangeFormat)はCompuServe社が開発した画像ファイルフォーマットの一つで､1984年に発表され､米
LNISYS社が特許権を取得していたLZW(Lempel-Ziv法(LZ78)を､スペリー社のテT)一 ･ウェルチが改良して作ったアルゴ
リズムで､開発者の Lempel､Ziv､Welchの頭文字を取ってLZWと呼ばれる｡)という圧縮アルゴリズムを使用して構成され
ていたCしかし､GIFという方式がインターネット上などで広まってくると､使われているLZWに特許を持っていた米
t:NISYS社は､当初利用料を徴収しないとしていた方針を一転させ､利用料を徴収すると発表し､一般にGIF特許間麓と呼
ばれる大混乱を招いた｡但 し､2008年現在では､既にLZWの日本での特許が2004年 6月20日で失効していることからGIF
フォーマットは自由に使えるようになっている｡
210
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第27号 (2009.3)
おわりに
これまで見てきたように "著作権の放棄"という行為には､単に立法化されてなくとも可能である
とする通説的学説と､それがあまり浸透していない社会的環境とが対立している｡ だが､著作権の放
棄をめぐる我が国の議論は根深く､1966年の文化局試案から数えれば､およそ40年来の歴史がある0
それにもかかわらず､著作権の放棄という行為を､立法化に適すなら適す､適さないなら適さない､
と正面から受け止めようという議論は､本稿1で示したように､あまり存在してこなかった｡
確かに､著作権の放棄というものに対して､社会的に要請がほとんど無かったというのが､この議
論が廃れてきた原因であることは間違いない｡近時においてこそ､徐々にその議論が再び検討され始
めているが､未だ立法化という本稿が望む形で結論が出るにはまだ時間が掛かるだろうというのが正
直なところである｡
しかし､"変化"が求められる著作権法の世界で､真っ先に考えなくてほならないのは､誰から見
ても "分かりやすい"著作権法の構築である｡ 本稿がこれまで語ってきた "著作権の放棄"という概
念のように､｢解釈上可能｣､｢学説上可能｣というだけで､放棄の "方法'"効果"が不明確であるの
は､何とも一般利用者から見れば心許ない制度である｡また､現在の著作権法が著作物の自由利用を
目指す取り組みとして依存度を高めている "ライセンス"という方式では､"著作権の放棄"という
ものが実装できていないことも重要である｡ これは､本稿2及び3a)で説明したように､著作権の放
棄とライセンスのカバーする領域は､著作権そのものの譲渡 ･放棄を含む "処分権"と､著作物を第
三者に利用させる権利とで異なることからも容易に想像できることであろう｡ 確かに､Creative
commonsは何種類か本稿が述べる所の著作権放棄と同様の効果を持つライセンス及びpublicDomain
を示す著作権表示の形式を実装していたが､これは著作者人格権の規定がない米国著作権法がベース
であるが故に､著作者人格権の規定を持つ日本著作権法上では法的に不安定な位置付けとなってしま
う｡ これは､へたをすれば､creativeCommonsのライセンスが､本稿脚注12で触れている､かつての
PDS(PublicDomainSoftware)と同じような結論でもって否定されることに繋がる要素を内包してい
るものでもある｡だとするならば､やはり､著作物のクリエイターや利用者らのためにも､早急に著
作権の放棄についての立法論を進め､様々な利用者側からのニーズや､クリエイターの潜在的なイン
センティブに対応できる安定した可能性を提示する必要がある｡
そのためには､本稿3で示したように､著作権の権利処理にかかる"無償"の登録制を導入し､ハッ
シュ関数を用いた ｢なりすまし｣対策など､デジタル著作物特有の問題に配慮したシステムを構築し
ていかなければならない｡また､権利放棄した著作者の翻意などによって制度が不安定化しないよう
に､権利放棄された著作物の利用者の安全を確保する必要もあるだろう｡ 翻意などを防ぐために ｢事
後撤回の禁止｣を含有した立法は､いろいろな意味で必要とされるものである｡ もちろん､これには
まだまだ検討しなければならない点が幾つも存在する｡本論では述べなかったが､権利放棄後の事後
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撤回の禁止を一体どこまで厳格に規定するのかはなかなか難しい課題でもある｡つまりは､一切の事
後撤回を禁止するのか､それとも幾つかの例外を規定した上で禁止をするのかという問題であるが､
実際に "自らの意思"でもって著作権放棄をしないことには効力が発生しないものに､どうして事後
撤回を例外的にでも可能にする必要があるのだろうか､というのが筆者の正直な考えでもある｡但し､
本稿が導入について示唆している著作権放棄などのインターネット等を介した登録システム自体が､
そのインターフェースとして､"書き間違い"だとか "手違い'が偶発的に起きてしまう場合は､ど
うしても例外的に取消や撤回を認めなくてはならない状況が出てくるだろう｡やはり､この点につい
ては今後も検討の余地があると言わざるを得ない｡
デジタル技術の発展によって国民総クリエイターとも呼べる状況となったことは､まさに人類史上
類を見ない革新的な状況である｡ 我々はこの状況を受けて､より面白い著作物や､より価値のある人
類社会の共通財産を生み出すために､著作権放棄の議論も含めて､最大効果のインセンティブを人々
から引き出す立法を行わなくてはならないのである｡
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